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連携制御は次の 4 つのカテゴリーに分けられる。  

 

①  「供給連携」  

供給設備内での各機器の個々の特性を考慮して最適運用する手法である。  

機器の組合せや負荷を最適配分してエネルギー使用量やコストあるいは CO2

排出量を最小化する。  

電気を使う熱源と燃料・ガスを使う熱源の負荷の最適配分や、ボイラ、ポンプ、

コンプレッサなどの複数の機器の最適運転制御など、機器個々の特性（例：大

型 /小型、旧式 /最新などの組合せ）を考慮した負荷の最適配分を行う。更には、

工場内にある複数の供給設備、あるいは近隣の供給設備と連携させ、一つの供

給設備とみなした負荷の最適配分などを行う。  

 

②  「需給連携」  

需要設備の需要量に応じて供給設備の運転を制御する手法である。  

需要量の実際値に基づいた供給機器の負荷の最適配分を行うもの、需要量の予

測値に基づくものなどがある。  

例えば、小さな規模では設備冷却水の設備側運転状態に応じた流量の制御など

が該当する。大きな規模では工場のエネルギーセンターや地域冷暖房プラント

における生産情報や気象情報による需要予測等に応じた熱源の最適運転制御

などがある。  

 

③  「需給双方向連携」  

需要設備の需要量に応じて供給設備の運転を制御し、供給側の制約に応じて需

要側を調整することにより、供給設備と需要設備の全体最適化を狙う手法であ

る。需要側の調整としては、操業調整を行う場合や生産計画の変更を行う場合

がある。  

 

 

④  「需要連携」  

需要設備の生産システム同士を連携させ、需要側の調整を行う手法であり、具

体的な調整項目として、操業調整や生産計画の変更等がある。  

たとえば、電力デマンドの制約量に合わせた操業調整などが、電力を大量に消

費するプラント等で既に実施されている。  

現状は生産ラインの同時起動・停止がほとんどであるが、今後、生産スケジュ

ールをもとに、生産システムの順次起動・停止など、制御方式の高度化が進む

と予想される。  

 

各カテゴリーの連携制御の代表的な事例を次表に示す。  

表１ 連携制御の主な適用例   
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２． 連携制御適用事例  

（１）「圧縮空気供給システムにおける連携制御（供給連携、需給連携）」  

 

多くの工場では、プラント空気、計装空気という形で圧縮空気を使用している。

圧縮空気は、空気が取り込み原料ということもあり、コスト意識が欠けているこ

とが散見されるエネルギー使用分野であり、その意味で改善の余地が大きい領域

である。  

 
図２ 対象圧空設備  

 

以下に、図２に示す圧空設備への連携制御適用例を紹介する。  

 

本事例においては、「ヘッダ圧制御＋コンプレッサ台数制御」は供給連携の事例に

該当し、さらに、そこに「エアー減圧制御＋最適ヘッダ圧制御」を追加すること

で、需給連携の事例となっている。  

 

コンプレッサの容量制御の方法は各種ある。ターボコンプレッサには一般に吸込

み弁による容量制御が適用されているが、余り絞りすぎるとサージング現象を起

カテゴリ 主な事例
1 供給連携 ・熱源機器、ユーティリティ機器の負荷配分の最適化

・熱源機器/圧縮機/ポンプ等の最適化台数制御
・熱源設備間、ユーティリティ設備間の負荷配分の最適化
・複数コンプレッサー室の統合制御など

2 需給連携 ・熱源設備、ユーティリティ設備の需要予測に基づく最適化
・地域冷暖房，圧縮空気系、冷却装置系の需要との連携
・店舗のショーケースと冷凍機の連携

3 需給双方向
連携

・製鉄所のエネルギー供給と圧延計画の連携最適化
・ﾃﾞｰﾀセンターの空調とサーバ負荷連携最適化
・デマンドサイドマネジメント/デマンドレスポンス

4 需要連携 ・生産ライン同士のスケジュール調整
・ピークカット
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最小の下限設定の間で変動し、その変動幅は大きい。ヘッダ圧の変動が大きいと、

圧が下がったときでも必要なヘッダ圧を保持する必要があるため、どうしてもコ

ンプレッサの平均吐出圧を上げざるを得なくなり余計な動力を必要としていた。  

そこで、新たに導入した制御では、レーシーバ・タンクの圧力を PID コントロー

ラで制御し、そのコントローラ出力により台数制御を行って、各コンプレッサを

連携させることにより、ヘッダ圧の変動幅を抑えている。その結果、コンプレッ

サの吐出圧設定を低減することができ、省エネとなっている。  

また、台数制御では、インバータ機を 1 台導入したことにより、図５のように、

負荷変動はできるだけインバータ機の部分負荷で吸収し、他のコンプレッサは可

能な限りフル負荷で運転するようにしている。新たに導入した制御は、効率の良

い運転を実現する供給連携といえる。  

 

図４ PID 制御の適用             図５ 台数制御  

 

②  エアー減圧制御  

図２において、A 工場では 790kPa、B 工場では 690kPa の末端圧力が必要とさ

れているが、既存の設備では、余裕のあるコンプレッサの吐出圧で、そのまま末

端まで送気していた。  

各工場の末端圧を制御する減圧制御を導入することにより、ヘッダ圧のまま各分

岐に圧縮空気を送るのではなく、系統ごとのヘッダ圧設定を行うことが可能とな

る。各分岐の運用状況に合わせ圧力を下げることができ、エアーブローやエアー

漏れの量が削減され、省エネとなる。  

この例では、A 工場では、スケジュール機能で非稼動時の圧力低減を行うことが

でき、Ｂ工場では A 工場に比べて常に 100kPa 低い圧力設定が可能となった。  

 

③  最適ヘッダ圧制御  

更に省エネを図るために、次に述べる需給連携制御を導入している。各分岐の減

圧制御弁の弁開度を監視し、その弁のうち開度の一番大きいものがフル開度近く

になるように、ヘッダ圧すなわちレシーバタンクの圧力設定を下げる最適ヘッダ

圧制御である。  

これによりコンプレッサの吐出圧を下げることができ、省エネにつながる。従来

空気消費量が大きく配管圧損が大きい時に合わせてヘッダ圧を高めに設定したも

のを消費量に応じてヘッダ圧設定が変更できるので、平均ヘッダ圧設定を下げる

ことができ、コンプレッサの消費動力の削減となる。  

この事例では、こうした連携制御により、従来システムに比較し約 18%の省エネ

<ＰＩＤ制御><ＯＮ－ＯＦＦ制御>

圧力

下限設定

上限設定

設定圧力

圧力

時間

負
荷

要
求

量

コンプレッサ起動 個別能力① ② ③パターン ④

４号機２号機 ２号機

１号機
（インバータ付き）

220kW

150kW
110kW

150kW

150kW
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を実現している。  

 

（２）「空調負荷を主体とした原動力設備の連携制御（需給連携）」  

次に、製造工場の原動力設備に連携制御を導入した事例を紹介する。  

  

図６ 対象動力設備  

 

図 6 に示す原動力設備が供給する熱需要は冷熱がほとんどを占めている。その供

給源として電力エネルギーを利用する２台のターボ冷凍機と、ガスタービンとス

チームタービンから得られる廃熱蒸気を利用する４台の蒸気吸収式冷凍機がある。

また、電力需要に対しては購入電力、ガスタービン、スチームタービンから供給

している。蒸気需要に対してはスチームタービンからの抽気蒸気が利用できるが、

不足時には燃料を使ってボイラで蒸気を発生させている。  

これらの原動力設備の運転にあたっては、昼の電力料金の高い時は熱エネルギ

ーを使用する吸収式冷凍機を優先的に使用し、夜間の電力料金が安い時は電力エ

ネルギーを使用するターボ冷凍機を使用することでエネルギーコストをできるだ

け抑えている。また、吸収冷凍機を併用することにより、プラントの廃熱を有効

利用し、かつ契約電力も削減されている。更に、同設備には冷水の蓄熱槽が設置

されており、それを活用し安い夜間電力の時に蓄熱し、昼の需要をまかなってい

る。しかし、電力、蒸気、冷熱の各エネルギーには相互に関連があり，運用にあ

たっては様々なトレードオフが存在する。例えば、電力料金が高い昼間の時間帯

はガスタービン、スチームタービンを優先させるが、蒸気負荷が少ない場合には

廃熱を使いきれない場合もありうる。また、冷却水温度を下げると冷却塔の動力

は増加するが、冷凍機動力は減少する。さらには、送水温度を下げると冷凍機動

力が増加するが、搬送動力が減少する。これらのトレードオフ問題を運転員がエ

ネルギーコスト最小化を意識して、常に正しい運用をするのは極めて困難である。 

これに対して連携制御では、原動力設備の運転を最適化問題として定式化し数
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までの最適

基づき、現

報、冷水負

ービン、水

ができる。こ

を満足した上

購入電力費と

は運転員の経

省エネを図る

化システム  

をエネルギー

システムの需

例では、空調

情報および過

ーコストを最

適計画値を最

現在のあるべ

負荷、機器の

水管ボイラも

これにより

上で、蓄熱

と燃料費の

経験で運用

ることが期

ー・マネジ

需要予測機

調負荷が大

過去の運転

最小とする

最適化アル

べき運転状

の運転制約

もあり、そ
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、需

熱量や

の総和

用され

期待で
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機能で

大部分

転パタ

蓄熱

ルゴリ

状況を

約、電

それら



 

も併

この

 

この

商用

ター

器が

る冷

とな
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連
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具体

 

図

大き

円）

設

のに

連携

アル

がな

 

 

 

せて運用最

事例では、

事例と同じ

施設等に冷

ボ冷凍機、

設置されて

・温水需要

っており、

連携制御の

携制御は他

」、「個別対

的に比較す

8 の横軸は

さ）を示し

を示してい

備リプレー

比べ、連携

制御が、制

ゴリズムを

いことによ

最適化して

6%の省エ

じように空

冷温水を供

吸収式冷

ており、要

要に対応し

連携制御

の投資対効

他の手法に

対策組合せ

する。  

図 8

は 1 年間に

している。縦

いる。この

ースや個別

携制御は 30

制御用のサ

を実装する

よる。このよ

いる。  

エネ効果が実

調負荷を主

給する地域

凍機、熱交

求される冷

、かつ設備

が導入され

果  

比べ投資対

」の事例と

8 省エネ方

削減する C

縦軸は 1 年

値が小さい

対策組合せ

0～50 千円

ーバやコン

だけで、新

ように連携制

実現されて

主体とした施

域冷暖房が

交換器、蓄熱

冷温水の温度

備全体の効率

れつつある。

対効果が高い

と「連携制御

方策の投資

CO2 の量で

間に削減す

いほど投資対

せは、概ね

／ t-CO2 程

ントローラ等

新たに高額

制御は投資

ている。  

施設として

ある。こう

熱槽等の複

度を維持し

率をいかに

。  

いと述べた

御」の事例

 
資対効果の比

で、省エネ方

する CO2 の

対効果が高

100~1,000

程度である

等を既存の

な高効率設

資対効果の高

て、地域のオ

した施設で

複数の多種多

しながら、時

に良い状態に

た。図 8 に、

例を、投資対

比較  

方策の規模

の 1 トンあ

高い省エネ方

千円／ t-C

ことがわか

の設備に付加

設備や機器を

高い技術で

注：  
設備リプレ

建築設備」

2006 年 1 月

対策組合せ

「我が国に

業の発展経

する研究」

携制御の事

よる。  

 

オフィスビ

では、ボイ

多様な熱供

時々刻々に

に保つかが

、「設備リプ

対効果の視

模（省エネ量

たりの費用

方策といえ

CO2 以上で

かる。これ

加し、連携

を導入する

であるといえ

ースの事例は

2005 年 12 月

月号より引用。

の事例は村越

おける ESCO
緯と事業特性

(2008)による

例は JEITA 調
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える。  

である
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必要

える。 
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。個別

越千春
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性に関
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調査に
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入し

テム

す。

 

 

以下

ステ

の悪

ーム

を勘

ステ

門か

を見

ステ

ータ

は、

ップ

は有

テッ

ステ

た場

外製

連携制御の

制御の導入

た場合の効

を導入する

 

に各ステッ

ップ 1：エ

い個所を探

を立ち上げ

案して判断

ップ 2：対

らヒアリン

通す。  

ップ 3：前

を用いてフ

仮設で計測

3 は工数が

償になるこ

プ 5 の効果

ップ 4：フ

合には、現

する場合は

の導入手順

入にあたっ

効果を試算

るのが一般

ップの要点

エネルギー

探すことに

げ、自社で

断する。  

対象設備の

ングし、適

前述の検討

フィージビ

測器を取り

がかかる作

ことが多い

果検証に必

フィージビ

状のシステ

は連携制御

 

ては、事前

して、十分

的である。

図９ 連

を記す。

使用データ

より、連携

構築するか

構成や仕様

切な連携制

で投資対効

リスタディ

付け必要な

業となるた

。なお本ス

要となる。

リスタディ

テムを確認

ベンダーに

前調査（Fe

分な投資効果

連携制御

連携制御導入

 

タや運転デー

携制御の適用

か連携制御ベ

様を確認し、

制御のあり方

効果が見込ま

ィを実施す

なデータを収

ため、連携制

ステップの導

 

ィの結果、十

の上、連携制

に見積を依頼

asibility S

果があると

の導入手順

入の手順

ータを解析

用範囲を特

ベンダーに

、現状の運

方と想定さ

まれる場合

る。詳細な

収集する場

制御ベンダ

導入効果試

十分な導入

制御システ

頼する。当

tudy：FS）

判断できた

順（ステップ

 

析し、エネル

特定する。プ

に発注するか

運用状況や問

される大まか

合は、詳細な

な運転データ

場合もある。

ダーに作業を

試算に用いる

入効果が得ら

テム構築の仕

当該見積書を

）を実施し

た場合に、

プ）を図９

ルギー使用

プロジェク

か、自社の

問題点を関

かな省エネ

な機器・運

タが無い場

。一般的に

を依頼する

るデータは

られると判

仕様をまと

を基に投資
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用効率
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関連部

ネ効果

運転デ

場合に

にステ

場合

は、ス

判断し

め、

資対効



10 
 

果を吟味し、導入可否を決定する。導入決定後は発注し、通常のプロジェクト実

施手順と同様のプロセスを経てシステムを導入する。  

ステップ 5：システムの運用を開始したら必要な各種データを収集・記録し、省

エネの効果を検証する。対象設備や運用の変更があった場合には、制御ロジック

やモデルの見直し、連携制御の効果を維持するためのチューニング等のメンテナ

ンスを実施する。連携制御の効果を維持し、最大限に得るためには、導入後の保

守が重要となる。  

 

 

５．今後の課題とまとめ  

連携制御は、新たな機械設備など大型の投資が不要、すなわち既存の設備にサ

ーバやコントローラなどの制御システムを追加するだけで実現できる投資対効果

の高い省エネ手法である。さらに、比較的単純な供給連携から、生産計画立案や

デマンドレスポンスなどを含む需給双方向連携へと段階的に連携の範囲を広げて

いく分割投資が可能な手法である。  

連携制御の投資コストは、対象設備の数や複雑さ（組み合わせの制限など）に

多く依存し、エネルギー消費量の規模にはあまり依存しないことから、これまで

投資対効果の点でエネルギー消費量の大きい施設への適用が多かった。今後は、

パッケージ化、標準化により投資コストを下げ、より多くの施設に適用できるよ

うにしていくことが必要と考えている。  

また、ピーク対策に効果的な需要設備連携、デマンドレスポンスに対応した需

給双方向連携、再生可能エネルギーや蓄電池を含む供給連携、スマートシティへ

の対応など、連携制御の適用範囲の拡大も期待できる。  

エネルギーの効率的使用を目指し、異なるシステムや設備同志を連携させるこ

とでスタートした連携制御は、以前より IoT (Internet of Things)を先取りした

概念を持っていた。今後、 IoT の普及により、生産設備やエネルギー変換設備な

ど多くの設備や機器が、それぞれのエネルギー特性を共有して最適な運用がなさ

れるような連携制御が実現され、エネルギー効率のみならず生産性や品質の向上

などを通して社会の変革を支援することが期待される。  

以上  
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（注１） (JEITA)WG では「連携制御ガイドブック」を作成しているので、詳細はそれを参照していた

だきたい。  

 

 


